
障害児の新たな移行調整の枠組みに向けた都道府県・指定都市説明会資料

～大阪市における取組みについて～

大阪市福祉局障がい者施策部障がい支援課

資料２



障がい児入所施設の状況について１

Ｈ３０.４ H３１.４ R２.４ R2退所者 Ｒ３.４

入所者数 ２９４人 ２７５人 ２８８人 － ２７４人

－ － － － ４２人 －

うち１８歳以上 ７５人 ７０人 ６６人 ２７人 ５０人

４０歳代以上 － － １０人 ４人 ６人

３０歳代 － － １８人 ４人 １５人

２０歳代 － － １８人 ７人 １３人

１８～１９歳 － － ２０人 １２人 １６人

うち１７歳 ３９人 ３０人 ２６人 １５人 ２４人

福祉型障がい児入所施設の状況（６か所）

〇地域移行個別ケア会議は、本人、保護者、児童相談所、支援学校、ケースワーカー、計画相談支援、サービス事業所など

〇１８歳経過以降は、児童相談所（こども相談センター）の関わりが取りづらい。

〇家庭養育困難、虐待ケース、強度行動障がいのある児童、軽度知的障がい、発達障がい、愛着障がい、支援が多様化している

〇グループホームへの移行を中心に検討しているが、障がい特性に応じた支援が可能なグループホームの情報が必要

〇高等部など１５歳以上の入所が多い、障がい特性に応じた精神面での支援が必要、療育支援期間が短く卒業時の退所は難しい

〇強度行動障がいのある児童の支援技法の習得、職員のスキルアップの体制、環境調整を行ううえでの建物構造上の制約

〇重度の知的障がい、長期にわたる入所施設での生活から、新たな環境での体験利用での失敗経験の繰返しによる意欲喪失

〇強度行動障がいに応じた、安全面に配慮した受入れ先の確保、地域移行後のフォローアップの体制

障がい児入所施設をとりまく課題

退所後の生活場所

R２退所者

グループホーム ２０人

障がい者支援施設 ３人

その他 ４人
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本市における地域移行に向けた取組み２

〇１８歳以上の入所者へのアセスメント
・本人の状態の把握・分析
・本人・保護者との面接による支援ニーズの把握
・本人の特性、日常生活全般の状態等をふまえた本人のそれぞれの力を伸ばすための地域移行計画の原案作成

〇地域移行計画の作成
・地域移行計画について、本人の特性や支援ニーズ等の説明を行いながら、地域移行に向けた目標を本人・保護者と設定

〇福祉サービス事業所との連携・体験利用調整
・福祉サービス事業所（グループホーム・日中活動系サービス等）の空き状況の把握や利用調整
・体験利用の付き添い
・体験利用中の訪問による年齢超過者の状況把握
・移行後の地域生活が本人の特性やニーズに対応し、一貫性・連続性をもって行われるよう、関係機関と連携し情報共有

〇区保健福祉センター等との連携
・移行に必要な障がい福祉サービス等の利用手続きの調整
・必要に応じてサービス担当者会議に出席

〇保護者への理解促進
・保護者面接に加え、地域移行についてより理解を深めるために、訪問等により地域移行の必要性について丁寧な説明

〇生活環境の準備・調整
・地域移行先で新たに必要となる物品の購入
・地域の関係機関等と連携して地域移行に必要な生活環境の整備

〇地域移行後のフォローアップ
・地域移行後の状況を把握し、関係機関との連携を図る等のフォローアップ

障がい児入所施設の１８歳以上の入所者の地域移行促進コーディネーターの配置

2



本市における地域移行に向けた取組み３

〇強度行動障がいのある方を受入れるグループホームに
入居前後の集中支援に係る経費の助成

・本人、家族等のアセスメント、住宅物件の確保、
住宅改造の検討、日中活動場所の確保、近隣との調整、
体験入居中の支援、日中支援、夜間支援など

・補助額：１２３万円まで
入居前支援３０日間まで、入居後支援９０日間まで

強度行動障がいのある方のグループホーム移行促進事業

障がい者グループホームの設置状況

Ｈ３０.４ H３１.４ R２.４ Ｒ３.４

住居数 ５３９ ５９０ ６６７ ８１０

定員 ２,１７３人 ２,４４０人 ２,７８４人 ３,４３７人

前年比 １９５人 ２６７人 ３４４人 ６５３人

区分 補助対象経費 補助額（定員４人）

賃借 賃貸住宅初期経費 １００万円まで

購入 住宅購入経費 ６６０万円まで

住宅改造① 安全、プライバシー確保等 １２９万円まで

住宅改造② スプリンクラー設備 １００万円まで

設備整備 共用スペース設備 ５０万円まで

グループホーム設置の補助制度（補助率３／４）

〇強度行動障がいのある方の障がい特性に応じた
住宅改造費の助成

・安全面に配慮した強化ガラスや二重窓等の変更、
壁面や床面の衝撃吸収材等への変更、
転落防止設備設置など

・補助額：２３０万円まで（補助率：３／４）
受入れ人数を１名増やすごとに５０万円を加算

強度行動
障がい

医療的ケア
が必要

重症心身
障がい

既に受入れている 36.6％ 13.0％ 11.6％

受入れ可能 14.4％ 7.7％ 9.8％

受入れ困難 49.0％ 79.3％ 78.6％

グループホームの実態調査より
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